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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両駆動源として内燃機関とモータジェネレータとを併用するハイブリッド車両の制御
装置において、
　吸気通路を開閉するスロットルバルブと、
　吸気弁を駆動するカムシャフトとクランクシャフトとの回転位相を変更することで当該
吸気弁の開時期及び閉時期を同時かつ連続的に遅角もしくは進角させて当該吸気弁のバル
ブタイミングを変更可能な可変バルブタイミング機構と、
　機関圧縮比を変更可能な可変圧縮比機構と、
　上記モータジェネレータと電気的に接続され、力行運転時には上記モータジェネレータ
へ電力を供給するとともに、回生運転時には上記モータジェネレータが発電した電力を回
生可能なバッテリと、を有し、
　上記バッテリの充電量が所定値以上の場合での車両減速運転時には、車両運転状態に応
じた要求減速トルクが得られるように、上記モータジェネレータにより上記内燃機関を回
転駆動するモータリング運転を行ない、
　このモータリング運転では、上記吸気弁の閉時期を下死点付近、上記スロットルバルブ
を全閉付近、及び上記機関圧縮比を高圧縮比側に制御することを特徴とするハイブリッド
車両の制御装置。
【請求項２】
　排気通路に設けられ、排気ガスを浄化する触媒を有し、
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　上記モータリング運転中であって、かつ上記触媒の温度が所定値以上の場合には、上記
吸気弁の閉時期を下死点付近、及び上記機関圧縮比を高圧縮比側に制御するとともに、上
記触媒の温度を低下させるように上記スロットルバルブを全開付近に制御することを特徴
とする請求項１に記載のハイブリッド車両の制御装置。
【請求項３】
　上記モータリング運転の運転時間が一定時間継続する毎に、上記機関圧縮比を低下させ
るとともに、燃料を所定量だけ噴射することを特徴とする請求項１又は２に記載のハイブ
リッド車両の制御装置。
【請求項４】
　排気通路に設けられ、排気ガスを浄化する触媒と、
　この触媒の酸素吸着量を検出する酸素吸着量検出手段と、を有し、
　上記モータリング運転中に、上記酸素吸着量が所定値以上となると、上記機関圧縮比を
低下させるとともに、燃料を所定量だけ噴射することを特徴とする請求項１～３のいずれ
かに記載のハイブリッド車両の制御装置。
【請求項５】
　上記減速運転状態では、上記要求減速トルクが得られるように、上記バッテリの充電状
態に応じて、上記内燃機関のモータリングトルクと、上記モータジェネレータの回生トル
クと、を調整することを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載のハイブリッド車両の
制御装置。
【請求項６】
　上記内燃機関と、駆動輪に接続する上記モータジェネレータと、の間にクラッチが介装
されており、
　上記モータリング運転から上記内燃機関を再始動するとき、上記クラッチを滑らせるこ
とを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のハイブリッド車両の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両駆動源として内燃機関とモータジェネレータとを併用するハイブリッド
車両の制御装置に関し、特に、車両減速運転時の制御に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１にも記載されているように、車両駆動源として内燃機関とモータジェネレー
タとを併用するハイブリッド車両では、バッテリが満充電に近い状態での車両減速運転時
には、モータジェネレータにより内燃機関を回転駆動する、いわゆるモータリング運転を
行なうことにより、バッテリの過充電を招くことなく、所望の要求減速トルク（いわゆる
、エンジンブレーキトルク）を得られるようにする技術が開示されている。また、この特
許文献１では、モータリング運転中にスロットル開度及びバルブタイミングを制御してい
る。例えば、スロットル開度を小さくするほど、吸気管内の負圧が過大となって、エンジ
ンオイルが燃焼室に吸い込まれるおそれがあるために、スロットル開度を開き気味に制御
している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－２４７７４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、モータリング運転中には、内燃機関の燃焼が行なわれておらず、吸気通
路に供給された新気がそのまま排気通路へ供給されることから、スロットル開度を開き気
味にすると、排気通路に供給される空気（新気）の量が増加し、排気通路に配設される三
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元触媒などの触媒へ供給される酸素の量が増える。このために、触媒の酸素吸着量が過多
となり、触媒の劣化を招くおそれがある。
【０００５】
　また、バッテリが満充電に近く充電が制限されている状態でのモータリング運転中に、
モータリングに伴う内燃機関側のフリクション等による損失が十分でないと、モータジェ
ネレータによる発電電力を内燃機関側の損失により十分に相殺・吸収させることができず
、過度な充電を招いたり、モータやハーネスの発熱を招くおそれがある。
【０００６】
　更に、モータリング運転からの内燃機関の再始動時には、十分な燃焼安定性を確保する
必要がある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものである。すなわち本発明は、車両駆動
源として内燃機関とモータジェネレータとを併用するハイブリッド車両の制御装置におい
て、吸気通路を開閉するスロットルバルブと、吸気弁を駆動するカムシャフトとクランク
シャフトとの回転位相を変更することで当該吸気弁の開時期及び閉時期を同時かつ連続的
に遅角もしくは進角させて吸気弁のバルブタイミングを変更可能な可変バルブタイミング
機構と、機関圧縮比を変更可能な可変圧縮比機構と、上記モータジェネレータと電気的に
接続され、力行運転時には上記モータジェネレータへ電力を供給するとともに、回生運転
時には上記モータジェネレータが発電した電力を回生可能なバッテリと、を有する。
【０００８】
　そして、上記バッテリの充電量が所定値以上の場合での車両減速運転時には、車両運転
状態に応じた要求減速トルクが得られるように、上記モータジェネレータにより上記内燃
機関を回転駆動するモータリング運転を行ない、このモータリング運転では、上記吸気弁
の閉時期を下死点付近、上記スロットルバルブを全閉付近、及び上記機関圧縮比を高圧縮
比側に制御する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、バッテリの充電量が所定値以上、つまり満充電に近い状態における車
両減速運転時には、吸気弁の閉時期を下死点付近とし、かつ機関圧縮比を高圧縮比側に制
御することで、モータリングによる内燃機関の損失を十分に大きくすることができる。こ
れにより、バッテリの過充電等を招くことなく所期の減速トルクを得ることができる。
【００１０】
　また、スロットルバルブを全閉付近としているために、排気通路へ供給される空気（新
気）の量を少なくして、触媒の酸素吸着量が過多となることを抑制することができる。
【００１１】
　更に、機関圧縮比を高圧縮比側に制御しているために、モータリング運転からの内燃機
関の再始動時に、燃焼安定性が向上し、機関始動性を向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の一実施例に係るハイブリッド車両のパワートレーンを示す構成図。
【図２】上記実施例の可変圧縮比機構を示す断面図。
【図３】本実施例の車両減速運転時の制御の流れを示すフローチャート。
【図４】モータリング運転を伴う車両減速運転時の制御内容の一例を示すタイミングチャ
ート。
【図５】同じくモータリング運転を伴う車両減速運転時の制御内容の他の例を示すタイミ
ングチャート。
【図６】同じくモータリング運転を伴う車両減速運転時の制御内容の他の例を示すタイミ
ングチャート。
【図７】バッテリの充電状態に応じた内燃機関のモータリングトルクとモータジェネレー
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タの回生トルクとを示す説明図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
 以下、本発明の一実施例を図面に基づいて詳細に説明する。初めに、本発明が適用され
るハイブリッド車両の基本的な構成を説明する。図１は、本発明が適用されるハイブリッ
ド車両の一例として、フロントエンジン・リヤホイールドライブ（ＦＲ）式の構成とした
ハイブリッド車両のパワートレーンを示している。
【００１４】
　図１に示すハイブリッド車両のパワートレーンは、後輪が駆動輪２とされた後輪駆動車
であり、火花点火式内燃機関（以下、単に「内燃機関」と呼ぶ）１の車両前後方向の後方
に自動変速機３が配置されている。また、内燃機関１のクランクシャフト１ａからの回転
を自動変速機３の入力軸３ａへ伝達するシャフト４に、内燃機関１とともに車両駆動源を
構成するモータジェネレータ５が一体に設けられている。
【００１５】
　モータジェネレータ５は、ロータに永久磁石を用いた同期型モータからなり、モータと
して作用（いわゆる「力行」）するとともに、ジェネレータ（発電機）としても作用（い
わゆる「回生」）するものであり、上記のように内燃機関１と自動変速機３との間に位置
している。このモータジェネレータ５にはバッテリ９が電気的に接続されている。このバ
ッテリ９は、モータジェネレータ５の力行運転時にモータジェネレータ５へ電力を供給し
、モータジェネレータ５の回生運転時にモータジェネレータ５から供給される電力を充電
する。
【００１６】
　そして、このモータジェネレータ５と内燃機関１との間、より詳しくは、シャフト４と
クランクシャフト１ａとの間に第１クラッチ６が介装されており、この第１クラッチ６が
内燃機関１とモータジェネレータ５との間を切り離し可能に結合している。
【００１７】
　また、モータジェネレータ５と駆動輪２との間、より詳しくは、シャフト４と変速機入
力軸３ａとの間には、第２クラッチ７が介装されており、この第２クラッチ７がモータジ
ェネレータ５と自動変速機３との間を切り離し可能に結合している。
【００１８】
　自動変速機３は、入力軸３ａから入力された回転を選択変速段に応じたギヤ比で変速し
て出力軸３ｂに出力する。この出力回転は、ディファレンシャルギヤ装置８を介して左右
の駆動輪（後輪）２へ分配して伝達される。この自動変速機３は、セレクトレバー等を介
して運転者により選択されるレンジとして、非走行レンジであるＰ（パーキング）レンジ
およびＮ（ニュートラル）レンジ、走行レンジであるＤ（ドライブ）レンジおよびＲ（リ
バース）レンジ、を少なくとも備えている。
【００１９】
　上記のパワートレーンにおいては、モータジェネレータ５の動力のみを動力源として走
行する電気自動車走行モード（ＥＶモード）と、内燃機関１をモータジェネレータ５とと
もに動力源に含みながら走行するハイブリッド走行モード（ＨＥＶモード）と、が可能で
ある。
【００２０】
　ＥＶモードでは、内燃機関１からの動力が不要であるからこれを停止させておくととも
に第１クラッチ６を解放し、かつ第２クラッチ７を締結させておくととともに自動変速機
３を動力伝達状態にする。この状態でモータジェネレータ５のみによって車両の走行がな
される。
【００２１】
　ＨＥＶモードでは、第１クラッチ６および第２クラッチ７をともに締結し、自動変速機
３を動力伝達状態にする。この状態では、内燃機関１からの出力回転およびモータジェネ
レータ５からの出力回転の双方が変速機入力軸３ａに入力されることとなり、双方による
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ハイブリッド走行がなされる。
【００２２】
　ＨＥＶモードにおいて、所定のアイドルストップ条件が成立すると、内燃機関１を停止
するアイドルストップを実施する。例えば、冷却水温が所定温度以上、ブレーキ油圧が所
定圧以上、車速が所定速度以下、アクセル開度が所定開度以下、及び機関回転速度がアイ
ドル回転速度と等しいときにアイドルストップ条件が成立したものとして、アイドルスト
ップを実施する。そして、アイドルストップ中に、所定のアイドルストップ解除条件が成
立すると、内燃機関を再始動する。例えば、アクセルＯＮ、ブレーキＯＦＦ、バッテリの
充電量が所定量以下、ブレーキ油圧が所定圧以下、自動変速機３内の油温が所定温度以下
、自動変速機３内の油温が所定圧以下、のうちのいずれかの条件がアイドルストップ中に
成立すると、アイドルストップ解除条件が成立したものとして、内燃機関１を自動的に再
始動する。
【００２３】
　モータジェネレータ５は、車両減速運転時に減速エネルギーを回生して回収できるほか
、ＨＥＶモードでは、内燃機関１の余剰のエネルギを電力として回収することができる。
【００２４】
　ここで、ＥＶモードからＨＥＶモードへ遷移するときには、第１クラッチ６を締結し、
モータジェネレータ５のトルクを用いて内燃機関１を始動する。また、アイドルストップ
中の内燃機関１を再始動する際にも、第１クラッチ６を締結し、モータジェネレータ５の
トルクを用いて始動する。
【００２５】
　なお、第２クラッチ７は、いわゆる発進クラッチとして機能し、車両発進時に伝達トル
ク容量を可変制御してスリップ締結させることにより、トルクコンバータを具備しないパ
ワートレーンにあってもトルク変動を吸収し円滑な発進を可能としている。
【００２６】
　内燃機関１の排気通路１０Ａには、排気を浄化するための三元触媒１０（以下、単に「
触媒」と呼ぶ）が設けられている。
【００２７】
　図２は、上記の内燃機関１に設けられる可変圧縮比機構１１を示す断面図である。この
可変圧縮比機構１１は、ピストン１Ｂとクランクシャフト１ａのクランクピン１３とを複
数のリンク部品で連結した複リンク式ピストン－クランク機構を利用したものであって、
基本的な構造は上記の特開２０１２－６７７５８号公報等にも記載のように公知であるの
で、ここでは簡単に説明する。
【００２８】
　この可変圧縮比機構１１は、クランクピン１３に回転可能に取り付けられるロアーリン
ク１４と、このロアーリンク１４とピストン１Ｂとを連結するアッパーリンク１５と、機
関本体としてのシリンダーブロック１Ｃに回転可能に支持されるコントロールシャフト１
６と、このコントロールシャフト１６とロアーリンク１４とを連結するコントロールリン
ク１７と、を有している。
【００２９】
　ピストン１Ｂとアッパーリンク１５の上端とはピストンピン１８により相対回転可能に
連結されており、アッパーリンク１５の下端とロアーリンク１４とは第１連結ピン１９に
より相対回転可能に連結されており、コントロールリンク１７の上端とロアーリンク１４
とは第２連結ピン２０により相対回転可能に連結されており、コントロールリンク１７の
下端はコントロールシャフト１６に偏心して設けられた偏心軸部１６Ａに相対回転可能に
取り付けられている。
【００３０】
　また、コントロールシャフト１６には、その回転位置を変更可能な可変圧縮比モータ２
１が接続しており、この可変圧縮比モータ２１によりコントロールシャフト１６の回転位
置を変更することによって、ピストン１Ｂの上死点位置及び下死点位置を含むピストン１
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Ｂのストローク特性を変化させ、ひいては機関圧縮比を変更する。アクチュエータの動作
は制御部２２によって機関運転状態に応じて制御される。この制御部２２は、点火時期制
御や燃料噴射制御の他、後述するようにモータリング運転を伴う車両減速運転時の制御等
を記憶及び実行する機能を有している。
【００３１】
　更に、この内燃機関１には、吸気弁のバルブタイミングを変更可能な可変バルブタイミ
ング機構２３が設けられている。このような可変バルブタイミング機構２３は公知である
ために、簡単に説明すると、吸気弁を駆動するカムシャフトとクランクシャフトとの回転
位相を変更することにより、吸気弁の開時期と閉時期を同時かつ連続的に遅角もしくは進
角するものである。この可変バルブタイミング機構２３の動作もまた、制御部２２により
制御される。
【００３２】
　また、この内燃機関１には、吸気通路を開閉する電制のスロットルバルブ２４が設けら
れており、このスロットルバルブ２４のスロットル開度も上記の制御部２２により制御さ
れる。
【００３３】
　図３は、本実施例の要部をなす車両減速運転時の制御の流れを示すフローチャートであ
る。本ルーチンは、上記の制御部２２により所定期間毎（例えば、１０ｍｓ毎）に繰り返
し実行される。
【００３４】
　ステップＳ１１では、車両減速運転状態であるか否かを判定する。この判定は、周知の
ように、車両走行中にアクセルペダルが踏まれていないこと等に基づいて判定される。
【００３５】
　車両減速運転状態であれば、ステップＳ１２へ進み、バッテリ９の充電量（ＳＯＣ）が
所定値（具体的には、図４～図６の回生限界値α）以上であるか、つまりバッテリ９が満
充電に近く、充電が不可能もしくは制限される状態であるか否かを判定する。
【００３６】
　バッテリ９が十分に充電可能な状態であれば、ステップＳ１２の判定が否定されてステ
ップＳ１３へ進み、通常の回生減速運転が実施される。つまり、第１クラッチ６を開放し
て内燃機関１とモータジェネレータ５とを切り離した状態で、車両運転状態に応じた要求
減速トルクが得られるようにモータジェネレータ５を回生運転する。これにより、減速エ
ネルギーをモータジェネレータ５で回生してバッテリ９に充電することで、エネルギー効
率を向上し、燃費の向上を図ることができる。
【００３７】
　バッテリ９の充電が不可能もしくは制限される状態であれば、ステップＳ１２からステ
ップＳ１４へ進み、触媒１０に吸着されている酸素吸着量を演算・検出する（酸素吸着量
推定手段）。この酸素吸着量は、触媒１０の酸素吸着能力（ＯＳＣ）に対応するもので、
例えば、内燃機関１の運転状況を含めた車両運転履歴等から触媒１０に供給された酸素量
の積算値を求め、この積算値等に基づいて求められる。
【００３８】
　ステップＳ１５では、この酸素吸着量が所定値以下であるか、つまり酸素吸着能力が残
されており、酸素を溜めることが可能であるか否かを判定する。
【００３９】
　酸素吸着量が所定値以下であれば、ステップＳ１６からステップＳ１７へ進み、モータ
リング運転の運転時間（運転開始からの経過時間、もしくは後述するステップＳ２０の燃
料微量噴射を行なってからの経過時間）が一定時間を経過したか否かを判定する。
【００４０】
　一定時間を経過していなければ、ステップＳ１６からステップＳ１７へ進み、触媒温度
が所定値以上であるか、つまり、触媒１０の温度を低下させるべきか否かを判定する。
【００４１】
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　触媒温度が所定値以上ではない、つまり触媒１０の温度を低下させる必要がなければ、
ステップＳ１７からステップＳ１８へ進み、下記の条件でモータリング運転を実施する。
つまり、可変バルブタイミング機構２３により吸気弁閉時期（ＩＶＣ）を下死点近傍とし
、スロットルバルブ２４の開度を全閉もしくは全閉付近とし、機関圧縮比を高圧縮比側の
設定とする。
【００４２】
　一方、ステップＳ１７において、触媒温度が所定値以上であり、つまり触媒温度を低下
させる必要があると判定された場合、ステップＳ１７からステップＳ１９へ進み、下記の
条件でモータリング運転を実施する。つまり、上記のステップＳ１８の場合と同様、可変
バルブタイミング機構２３により吸気弁閉時期（ＩＶＣ）を下死点近傍とし、機関圧縮比
を高圧縮比側の設定としつつ、スロットルバルブ２４の開度を全開もしくは全開付近とし
、多くの空気（新気）を排気通路１０Ａに配設された触媒１０へ送り込むことで、触媒１
０の温度を低下させる。
【００４３】
　上記のステップＳ１５において触媒１０の酸素吸着量が所定値を超えている、つまり触
媒１０に酸素を溜めることができないと判定されるか、あるいはステップＳ１６において
モータリング運転の運転時間が一定時間を経過したと判定されると、ステップＳ２０へ進
み、触媒１０の酸素吸着量が過多となることを防止するために、以下の処理を実施する。
先ず、機関圧縮比を低圧縮比側に切り換えた後、燃料を所定の微小量噴射するとともに火
花点火を行なって内燃機関１を燃焼・駆動させる。これにより燃焼ガスが触媒に送り込ま
れるために、触媒１０に酸素が溜り続けることを回避し、触媒１０の劣化を防止すること
ができる。また、先に機関圧縮比を低下させることで、燃料を微量噴射した際のトルクシ
ョックを軽減することができる。
【００４４】
　図４～図６は、本実施例の制御を適用した場合の車両減速運転時の制御内容の幾つかの
例を示すタイミングチャートである。
【００４５】
　［１］図４に示すように、車両減速運転中に、バッテリ９の充電量（ＳＯＣ）が所定値
である回生限界値αに達すると（時刻ｔ１）、モータリングフラグがＯＮとなり、第１ク
ラッチ６を接続してモータジェネレータ５により内燃機関１を回転駆動するモータリング
運転が実施される。この際、触媒温度が過度に高い場合や触媒１０の酸素吸着量が過多の
場合などを除き、基本的には上記のステップＳ１８の運転条件よりモータリング運転が行
なわれる。すなわち、吸気弁の閉時期（ＩＶＣ）を下死点付近とし、スロットルバルブ２
４を全閉（付近）とし、かつ、機関圧縮比を高圧縮比側に制御する。このように、吸気弁
の閉時期を下死点付近とし、かつ機関圧縮比を高圧縮比側に制御することで、モータリン
グによる内燃機関１の損失を十分に大きくすることができる。これにより、バッテリ９の
過充電等を招くことなく、所期の要求減速トルクを得ることができる。また、スロットル
バルブ２４を全閉（付近）としているために、排気通路へ供給される空気（新気）の量を
少なくして、触媒１０の酸素吸着量が過多となることを抑制することができる。更に、機
関圧縮比を高圧縮比側に制御しているために、モータリング運転からの内燃機関の再始動
時に、燃焼安定性が向上し、機関始動性を向上することができる。つまり、機関圧縮比を
高圧縮比側に設定することによって、次回始動時の燃焼安定性の確保と、モータリングに
よる内燃機関１のフリクション等による損失の最大化と、の両立を図ることができる。
【００４６】
　［２］図５に示すように、モータリング運転による車両減速運転中に、触媒温度が所定
値以上となり（時刻ｔ２）、触媒温度を低下させる必要がある場合には、上記のステップ
Ｓ１９の運転条件によりモータリング運転が実施される。すなわち、内燃機関１の損失を
最大化するように、上記のステップＳ１８の場合と同様、可変バルブタイミング機構２３
により吸気弁閉時期（ＩＶＣ）を下死点近傍とし、機関圧縮比を高圧縮比側の設定とする
。一方、スロットルバルブ２４の開度を全開（もしくは全開付近）として、多くの空気（
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新気）を排気通路１０Ａに配設された触媒１０へ送り込むことで、触媒１０の温度を低下
させることができる。
【００４７】
　［３］図６に示すように、例えば長い下り坂を走行中など、モータリング運転を伴う車
両減速運転が長い時間継続すると、触媒１０の酸素吸着量が増加していき、触媒１０を劣
化させるおそれがある。そこで、モータリング運転の運転時間が一定時間Ｓ１を経過する
毎に、機関圧縮比を低下させてから、燃料を微少量だけ噴射する。これによって、低圧縮
比運転によりＨＣが少なく高温の燃焼ガスを触媒に多く送り込むことができ、酸素吸着量
の過度な増加を防止し、触媒１０の劣化を抑制することができるとともに、排気温度を上
昇させて、触媒１０の温度の低下により触媒が未活性状態となることを抑制することがで
きる。
【００４８】
　［４］また、触媒１０の酸素吸着量を検出・監視し、この酸素吸着量が所定値に達する
と、図６に示す場合と同様に、機関圧縮比を低下させてから、燃料を微少量だけ噴射する
。これによって、低圧縮比運転によりＨＣが少なく高温の燃焼ガスを触媒に多く送り込む
ことができ、触媒１０の酸素吸着量の過度な増加を防止し、触媒１０の劣化を抑制するこ
とができるとともに、排気温度を上昇させて、触媒１０の温度の低下により触媒が未活性
状態となることを抑制することができる。
【００４９】
　［５］図７は、減速運転状態での内燃機関のモータリングトルクとモータジェネレータ
５の回生トルクとの関係を示している。図７（Ａ）は、図３のステップＳ１３が選択され
る場合、つまりバッテリ９の充電量が少なく、要求減速トルクの全てをモータジェネレー
タ５の回生トルクでまかなえる場合を示している。図７（Ｂ）は、図３のステップＳ１８
及びステップＳ１９が選択される場合、つまりバッテリ９の充電量が満充電に近い場合で
あり、この場合には、内燃機関１のモータリングにより要求減速トルクの全てが得られる
ように制御される。
【００５０】
　図７（Ｃ）は、バッテリ９が充電可能であるものの、バッテリ９の充電可能量が少ない
場合などの理由により、全ての要求減速トルクを回生トルクでまかなうことができない場
合を示しており、この場合には、要求減速トルクが得られるように、内燃機関１のモータ
リングトルクと、モータジェネレータ５の回生トルクと、が調整される。内燃機関１のモ
ータリングトルクの調整は、例えば、スロットル開度や吸気弁閉時期（ＩＶＣ）を調整す
ることにより行なうことができる。
【００５１】
　［６］上述したようなモータリング運転を伴う減速運転状態で、運転者によるアクセル
操作等により燃料噴射を開始して内燃機関１を再始動する場合には、搭乗者にショックを
与えることのないように、内燃機関１とモータジェネレータ５との間に介装される第１ク
ラッチ６を適宜に滑らせる。これによって、内燃機関１の再始動に伴うトルクショックを
軽減することができる。
【００５２】
　以上のように本発明を具体的な実施例に基づいて説明してきたが、本発明は上記実施例
に限定されるものではなく、種々の変形・変更を含むものである。例えば、上記実施例で
は、要求減速トルクが得られるように、内燃機関のモータリングトルクとモータジェネレ
ータの回生トルクとを調整しているが、これに加えて、エアコンコンプレッサ等の補機類
の負荷を調整するようにしても良い。
【符号の説明】
【００５３】
１…火花点火式内燃機関
５…モータジェネレータ
６…第１クラッチ（クラッチ）
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９…バッテリ
１０…触媒
１１…可変圧縮比機構
２２…制御部
２３…可変バルブタイミング機構
２４…スロットルバルブ

【図１】 【図２】
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